
平成２８年度 静岡県財務諸表の概要

１ 統一的な基準による財務諸表の作成

２ 平成28年度の一般会計等財務諸表の概要

３ 平成28年度の全体財務諸表の概要

４ 平成28年度の連結財務諸表の概要

平成３０年７月



     資産 減価償却費 除外（⾏政   計算書 計上）

 ⽀払利息 計上箇所 財務活動収⽀  業務活動収⽀ 変更

純資産変動計算書

資⾦収⽀計算書

1　統⼀的な基準による財務諸表の作成

主   変 更 点

 固定資産 評価基準 変更（原則再調達価額⇒原則取得価額）

・インフラ資産の減価償却費を計上

 基準       統⼀的 基準   主 変更点

項　　　⽬

貸借対照表

⾏政   計算書

○本県では、平成27年度決算   県 所有  資産 負債等 状況  ⾏政     要      状況
   県⺠ 分     開⽰      基準    等    財務諸表 作成       

○平成28年度決算    国  新  ⽰    統⼀的 基準    財務諸表 作成    
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（単位：億円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 35,198
　有形固定資産 28,668
　　事業⽤資産 8,767 　地⽅債 30,538
　　インフラ資産 19,734       （  臨時財政対策債） 11,410
　　物品 167  退職⼿当引当⾦ 3,120
　無形固定資産 8 　その他 82
　　ソフトウェア 6
　　その他 2
　投資その他の資産 6,522  1年内償還予定地⽅債 1,199
  投資及 出資⾦ 1,366       （  臨時財政対策債） 115
  基⾦ 4,650  賞与等引当⾦ 205

　　　その他 506 　その他 64

 流動資産 1,212
   現⾦預⾦ 206 【純資産の部】
  未収⾦ 65 固定資産等形成分 36,140

   基⾦ 847
　　　その他 94

＜貸借対照表＞

資産合計 36,410

借　⽅

２ 平成28年度 ⼀般会計等財務諸表 概要①

純資産合計

 流動負債

　固定負債

負債合計

1,202

1,468

 余剰分（不⾜分）

33,740

35,208

△ 34,938

36,410 負債・純資産合計

⾦ 額 ⾦ 額貸　⽅

全職員 年度末
に退職すると仮定
した場合に必要と
  ⾦額 計上

翌年度 期末 
勤勉⼿当の内、
当年度発⽣分 
計上

県税 使⽤料  
 未収⾦ 計上

県道・橋りょう、空
港など、将来にわ
   ⾏政    
 提供  資⾦流
⼊ ⾒込    
資産を計上

貸借対照表では、主に県が保有している「資産」と、将来世代が負担する「負債」の状況が確認できます。

庁舎 県⽴学校 
県営住宅   将
来的 資⾦流⼊
 ⾒込   資産
を計上
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（単位：億円）
⾦額 構成⽐ ⾦額 構成⽐

6,031 60.9% 252 47.4%
3,615 36.5% 280 52.6%
3,052 30.8%

205 2.1%
285 2.9%
73 0.7%

1,935 19.5%
651 6.6%
480 4.8%
804 8.1%
481 4.9%

   ⽀払利息 374 3.8%
9 0.1%

98 1.0%
 移転費⽤ 3,880 39.1%

3,677 37.1%
　 社会保障給付 173 1.7%
  他会計  繰出⾦ 14 0.1%
　 その他 16 0.2%

9,911 100.0% 532 100.0%
9,379 －

資産除売却損 19 105.6% 資産売却益 6 100.0%
損失補償等引当⾦繰⼊額 △ 1 △5.6%

18 100.0% 6 100.0%
9,391 －

    賞与等引当⾦繰⼊額

　 　その他の業務費⽤

臨時利益臨時損失

    徴収不能引当⾦繰⼊額

　　 　維持補修費

純⾏政    A-B＋C-D

純経常⾏政    A-B

臨時利益 D

経常費⽤　Ａ 経常収益　Ｂ

　　　 その他

   補助⾦等

臨時損失 C

経常収益
　 業務費⽤

　　　 その他

＜⾏政   計算書＞
区　　　分区　　　分

　　 　減価償却費

　　 　物件費

    退職⼿当引当⾦繰⼊額

経常費⽤
  使⽤料及 ⼿数料

　　 物件費等

2 平成28年度 ⼀般会計等財務諸表 概要②

　　 ⼈件費  その他
　　　 職員給与費

税収等の⼀般
財源等で賄われ
   ⾦額

経常的に必要な
費⽤を⼈にかかる
コスト、物にかかる
コスト、県債の⽀
払利息等  他
業務にかかるコス
トに分類して計上

補助⾦ 社会保
障関係経費な
ど、対価性のない
⽀出を計上

⾏政   計算書   主 県 ⾏政     ⾏    必要  経常費⽤        対価   受益者 負担  使⽤
料      経常収益      差額 臨時損益 加   純⾏政     確認     
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区　　　　分 ⾦ 額 区　　　　分
Ⅰ　業務活動収⽀　Ｂ－Ａ
　　１　業務⽀出　Ａ
　　２　業務収⼊　Ｂ
Ⅱ　投資活動収⽀　Ｄ－Ｃ
　　１　投資活動⽀出　Ｃ
　　２　投資活動収⼊　Ｄ
Ⅲ　財務活動収⽀　Ｆ－Ｅ
　　１　財務活動⽀出  Ｅ
　　２　財務活動収⼊　Ｆ
本年度資⾦収⽀額
前年度末資⾦残⾼
本年度末資⾦残⾼ Ｇ

前年度末歳計外現⾦残⾼
本年度歳計外現⾦増減額
本年度末歳計外現⾦残⾼ Ｈ
本年度末現⾦預⾦残⾼ Ｇ＋Ｈ

2 平成28年度 ⼀般会計等財務諸表 概要③

本年度末純資産残⾼ A＋Ｂ

本年度純資産変動額 Ｂ △ 509

   国県等補助⾦ 1,281

（単位：億円） （単位：億円）

8,866

前年度末純資産残⾼ A

　　　税収等 7,585

16

1,711

  純⾏政   

　　財源

　　その他

⾦ 額
249

9,153
9,402

1,202
52

1,243

△ 9,391
△ 596
1,839

206

305
2,614
2,919
△ 42

196
154

53
△ 1

プラスの場合
将来世代 利⽤可能
な資源を貯蓄

マイナスの場合
将来世代 利⽤可能
な資源を現世代が消費

マイナスの場合の最終
的 本年度 純資産 
減額分は固定資産等
の内部移動で賄う

地⽅債 発⾏ 
償還などによる収
⽀を計上

※ ここに掲載している財務諸表は、要約版であり、それぞれの勘定科⽬の中で重要な科⽬について表したものとなっています

＜資⾦収⽀計算書＞＜純資産変動計算書＞

基⾦ 公共事業
などの収⽀を計上

純資産変動計算書では、これまでの世代が形成してきた
資産が、どれだけ増減したかが確認できます。

資⾦収⽀計算書   １年間 現⾦ 動  年度末
 残⾼（期末資⾦残⾼） 確認     

⼈件費・物件
費 補助⾦⽀出
などの⽀出と、県
税・地⽅交付税
などの収⼊による
収⽀を計上
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県⺠１⼈   資産額 99万円

県⺠１⼈   負債額 96万円

県⺠１⼈   純⾏政   26万円

社会資本等形成の将来世代負
担⽐率 56.6%

有形固定資産減価償却⽐率
（資産⽼朽化⽐率） 68.0%

債務償還可能年数 29.6年

2 平成28年度 ⼀般会計等財務諸表 概要④
指標 ⾒ 静岡県 財務状況

指標 指標の説明
●県      整備  ⼟地 建物  積 ⽴  基⾦ 保有  現⾦   全  
  資産     県⺠１⼈          保有       表      
 算式  資産総額／住⺠基本台帳⼈⼝（年度末）

●⼟地・建物や投資などの公共資産を形成するために、県債など将来の負担が必要と
     負債   程度活⽤    ⾒     社会資本等 形成 関  将来世代
　 の負担割合を表しています。
 算式  地⽅債＋未払⾦／固定資産合計

28年度

●県債   負債  県⺠１⼈              表      
●県債 地⽅公共団体  公共資産（道路 建物等） 整備  際  世代間 
   負担 平準化等 図    発⾏       
 算式  負債総額／住⺠基本台帳⼈⼝（年度末）

●県 資産形成 結     ⾏政     ⾏      県⺠１⼈         
   のコストが必要かを表しています。
 算式  純⾏政   ／住⺠基本台帳⼈⼝（年度末）

●有形固定資産    償却資産 取得額 対  減価償却累計額 割合   
     数値 ⼤   所有    資産 ⽼朽化 進       意味    
 算式  減価償却累計額／有形固定資産（償却資産  ）＋減価償却累計額

●実質債務（将来負担額－充当可能基⾦残⾼） 当該年度 業務活動収⽀ ⿊
   字分等 償還財源   場合 何年 償還     表      
 算式  実質債務（将来負担額－充当可能基⾦残⾼）／業務活動収⽀＋減収
　　　　　 補 債特例分発⾏額＋臨時財政対策債発⾏可能額
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【貸借対照表】 （単位：億円） ⾏政   計算書 （単位：億円）
⾦  額 区　　　分 ⾦  額

34,986
31,474 　業務費⽤ 6,532
3,153 　　⼈件費 3,747

359 　　物件費等 2,268
　　その他の業務費⽤ 517

1,631 　移転費⽤ 3,809
1,303   補助⾦等 3,615

212 　　社会保障給付 173
　その他 116 　　その他 21

経常費⽤　Ａ 10,341

 使⽤料及 ⼿数料 626
　その他 311

経常収益　Ｂ 937
36,617 純経常⾏政    Ｃ＝Ａ－Ｂ 9,404

⾦  額
38,878 　資産除売却損 19

余剰分（不⾜分） △ 35,901  損失補償等引当⾦繰⼊額 △ 1
　その他 2

2,977 臨時損失 Ｄ 20
39,594

　資産売却益 6
【純資産変動計算書】 資⾦収⽀計算書 （単位：億円） その他 1

区　　　分 区　　　分 臨時利益 Ｅ 7
前年度末純資産残⾼ 業務活動収⽀ 純⾏政    Ｃ＋Ｄ-Ｅ 9,417
本年度純資産変動額 投資活動収⽀
 本年度差額 財務活動収⽀
　固定資産等の外部変動額 △ 228 本年度資⾦収⽀額
本年度末純資産残⾼ 前年度末資⾦残⾼

本年度末資⾦残⾼
本年度末歳計外現⾦残⾼
本年度末現⾦預⾦残⾼

固定資産 37,936 固定負債

3 平成28年度 全体財務諸表 概要

資産の部 ⾦  額 負債の部

　有形固定資産 31,600 地⽅債
　　事業⽤資産 9,045 退職⼿当引当⾦
　　インフラ資産 22,151 その他
　　物品 404
　無形固定資産 30 流動負債
　投資その他の資産 6,306 １年内償還予定地⽅債

　その他 135

 現⾦預⾦ 560
 未収⾦ 116

流動資産 1,658 賞与等引当⾦

 基⾦ 847

負債合計
純資産の部

△ 523 275

（単位：億円）
⾦  額 ⾦  額

固定資産等形成分

純資産合計
資産合計 39,594 負債及び純資産合計

560

363
△ 751 △ 686

507
2,977 555

△ 48

3,728

53

※ここに掲載している財務諸表は要約版であり、
それぞれの勘定科⽬の中で重要な科⽬について
表したものとなっています

全体財務諸表は、⼀般会計等と公営企業会計を対象として作成しています。
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【貸借対照表】  （単位：億円） ⾏政   計算書 （単位：億円）
⾦  額 区　　　分 ⾦  額

35,862
31,725 　業務費⽤ 7,111
3,296 　　⼈件費 4,040

841 　　物件費等 2,547
　　その他 524

1,783 　移転費⽤ 3,688
1,341   補助⾦等 3,477

229 　　社会保障給付 173
213 　　その他 38

経常費⽤　Ａ 10,799

 使⽤料及 ⼿数料 665
　その他 676

経常収益　Ｂ 1,341
37,645 純経常⾏政    Ｃ＝Ａ－Ｂ 9,458

⾦  額
39,728 　資産除売却損 20

余剰分（不⾜分） △ 36,599  損失補償等引当⾦繰⼊額 △ 1
他団体出資等分 11 　その他 15

3,140 臨時損失 Ｄ 34
40,785

　資産売却益 7
【純資産変動計算書】 資⾦収⽀計算書 （単位：億円） その他 1

区　　　分 区　　　分 臨時利益 Ｅ 8
前年度末純資産残⾼ 業務活動収⽀ 純⾏政    Ｃ＋Ｄ-Ｅ 9,484
本年度純資産変動額 △ 744 投資活動収⽀
 本年度差額 財務活動収⽀
　固定資産等の外部変動額 △ 238 本年度資⾦収⽀額
本年度末純資産残⾼ 3,140 前年度末資⾦残⾼

本年度末資⾦残⾼
本年度末歳計外現⾦残⾼
本年度末現⾦預⾦残⾼

固定資産 38,786 固定負債

4 平成28年度 連結財務諸表 概要

資産の部 ⾦  額 負債の部

　有形固定資産 32,971 地⽅債
　　事業⽤資産 10,143 退職⼿当引当⾦
　　インフラ資産 22,329 その他
　　物品 499
　無形固定資産 311 流動負債
　投資その他の資産 5,504 １年内償還予定地⽅債

　その他 164

流動資産 1,999 賞与等引当⾦
 現⾦預⾦ 785 その他

固定資産等形成分

負債合計

 未収⾦ 203
 基⾦ 847

⾦  額 ⾦  額
3,884 440

△ 786
△ 506

純資産合計

純資産の部

785

△ 13
745
732
53

資産合計 40,785 負債及び純資産合計

333

（単位：億円）

連結財務諸表は、⼀般会計等、公営企業会計、公社・県が25％以上出資している法⼈等を連結対象として作成しています。

※ここに掲載している財務諸表は要約版であり、
それぞれの勘定科⽬の中で重要な科⽬について
表したものとなっています
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（単位：億円）
統⼀的基準 基準モデル 統⼀的基準 基準モデル

開始
貸借対照表

Ａ

H27
貸借対照表

Ｂ

開始
貸借対照表

Ａ

H27
貸借対照表

Ｂ

35,474 39,991 △ 4,517 33,486 33,486 0

29,018 33,531 △ 4,513 30,255 30,255 0

8,851 10,321 △ 1,470 3,137 3,137 0

19,999 23,156 △ 3,157 94 94 0

168 54 114 1,440 1,440 0

5 9 △ 4

6,451 6,451 0 34,926 34,926 0

1,200 1,200 0 1,748 6,265 △ 4,517

36,674 41,191 △ 4,517 34,926 34,926 0

 参考    統⼀的 基準   基準       貸借対照表 ⽐較（平成27年度末）

資産の部 Ａ－Ｂ Ａ－Ｂ負債・純資産の部

  退職⼿当引当⾦　　　事業⽤資産

　　有形固定資産

　固定資産 　固定負債

　　地⽅債

　　無形固定資産

負債・純資産合計

負債合計

資産合計

 流動資産

　　投資その他の資産

純資産合計

　　　物品

　　　インフラ資産 　　その他

 流動負債

統一的な基準移行に伴う基準モデルとの比較（27年度
末時点）

○ 統⼀的な基準では、基準モデル時と⽐較し、資産が4,517億円減少しました。
○ 主 要因 固定資産 減少      資産 評価基準  再調達価額  取得価額 変更       

よるものです。
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2

静 岡 県

お問い合わせ ： 知事直轄組織 財政課
〒420-8601 静岡市葵区追手町9-6
ＴＥＬ：054-221-2034 ＦＡＸ：054-221-2750
メールアドレス zaisei@pref.shizuoka.lg.jp

富国有徳の美しい“ふじのくに”


